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大綱について

１ 改正法の概要

⑴ 地方公共団体の長は、教育基本法（平成 18 年法律第 120 号）
第 17 条第 1 項に規定する基本的な方針を参酌し、その地域の実
情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関
する総合的な施策の大綱を定めるものとする。

（法第 1 条の 3第 1 項）

⑵ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更しようとす
るときは、あらかじめ、総合教育会議において協議するものと
する。

（法第 1 条の 3第 2 項）

⑶ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更したときは、
遅滞なく、これを公表しなければならない。

（法第 1 条の 3第 3 項）

⑷ 地方公共団体の長に対する大綱策定権限は、教育委員会が管理
し、執行する事務（法第２１条の規定）を管理し、執行する権
限を与えるもの解釈してはならない。

（法第 1 条の３第 4 項）
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２ 大綱の定義

⑴ 「大綱」は、地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関す

る総合的な施策について、その目標や施策の根本となる方針を

定めるものであり、詳細な施策について策定することを求めて

いるものではない。

⑵ 「大綱」は、教育基本法に基づき策定される国の教育振興基本

計画における基本的な方針を参酌して定めることとされている。

「参酌」とは参考にするという意味であり、教育の課題が地域

によって様々であることを踏まえ、地方公共団体の長は、地域

の実情に応じて大綱を策定するものであること。

⑶ 国の第 2期教育振興基本計画（平成 25年 6月 14日閣議決定）

においては、主に第 1部及び第 2部のうち成果目標の部分が、

大綱策定の際に参酌すべき主たる対象となること。

⑷ 大綱が対象とする期間については、法律では定められていない

が、地方公共団体の長の任期が 4年であることや、国の教育振

興基本計画の対象期間が 5年であることに鑑み、4年～5年程

度を想定しているものであること。
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３ 大綱の記載事項

⑴ 大綱の主たる記載事項は、各地方公共団体の判断に委ねられて

いるものであるが、主として、学校の耐震化、学校の統廃合、

少人数教育の推進、総合的な放課後対策、幼稚園・保育所・認

定こども園を通じた幼児教育・保育の充実等、予算や条例等の

地方公共団体の長の有する権限に係る事項についての目標や根

本となる方針が考えられる。

⑵ 大綱は、教育行政における地域住民の意向をより一層反映させ

る等の観点から、地方公共団体の長が策定するものとしている

が、教育行政に混乱を生じることがないようにするため、総合

教育会議において、地方公共団体の長と教育委員会が、十分に

協議・調整を尽くすことが肝要である。

⑶ 地方公共団体の長が、教育委員会と協議・調整の上、調整がつ

いた事項を大綱に記載した場合には、地方公共団体の長及び教

育委員会の双方に尊重義務がかかるものである。

（法第 1条の４第８項）

なお、会議で調整した方針に基づいて事務執行を行ったが、

結果として大綱に定めた目標を達成できなかった場合について

は、尊重義務違反には該当しない。

⑷ 地方公共団体の長が、教育委員会と調整のついていない事項を

大綱に記載したとしても、教育委員会は当該事項を尊重する義

務を負うものではない。

なお、教育に関する事務（法第２１条）の執行権限は、引き

続き教育委員会が有しているものであることから、調整のつい

ていない事項の執行については、教育委員会が判断するもので

ある。

⑸ 教育長及び教育委員には、法第 11条第 8項及び第 12条第 1
項において、大綱に則った教育行政を行うよう訓示的に規定し

ているものの、調整がついてない事項についてまで、大綱に則

して教育行政の運営が行われるよう意を用いなければならない

ものではない。


